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第Ⅱ部　硬直化した人件費について
第１章 外部監査の概要

第１節 外部監査の種類

地方自治法第２５２条の３７第１項及び第２項に基づく包括外部監査

第２節 選定した特定の事件

第１項 外部監査対象監査テーマ

硬直化した人件費について

第２項 外部監査対象期間

平成１３年６月給料、手当

平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日までの退職手当

但し、必要に応じて過年度についても対象とした。

第３節 事件を選定した理由

　高松市における人件費について、特に、その硬直化している人件費について監査テーマ

としたのは以下の理由による。

１） 時代背景

① 民間レベルでの厳しいリストラの進行及び人事、給与、退職手当制度の見直し

② 国家公務員人事制度の抜本的改革の動き

２） 人件費の硬直化現象

① 終身雇用、年功序列を基本とした人事給与体系

② 勤務成績を考慮する条例、規則にもかかわらず、運用面が甘いため、実質的に機能し

ていない。

③ 平均年齢の上昇

３） 財政基盤の弱体化（人件費負担能力の劣化）

① 毎年の人件費負担

② 退職手当負担（特に今後１０年間の大量退職）

４） 人材の活性化の必要性

① 能力向上

② 使命感（倫理観）の強化

５） 給料、手当支給の手続及び規定の適用状況の妥当性の検証の必要性

６） 人件費（特に退職手当）の財政負担程度の分析の必要性

７） 年功序列賃金制度の問題点の分析の必要性

第４節 外部監査の方法

１） 平成１３年６月の給料、手当について

① 給料（サンプル抽出にて検証）

ⅰ）昇給昇格決裁に基づく級号給及び給料表の適用

ⅱ）普通昇給手続（特にわく外昇給の場合）

ⅲ）特別昇給手続

② 手当（サンプル抽出にて検証）

ⅰ）各種申請書と照合（申請書に基づき支給されるもの）

　　扶養手当、通勤手当、住居手当

ⅱ）日報、時間外勤務命令簿、特殊勤務手当実績簿等と照合（実績に基づくもの）

　　時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、特殊勤務手当、管理職員特別勤

務手当
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ⅲ）規則に従い再計算（立場に基づくもの）

　管理職手当

ⅳ）規則に従い再計算（季節的支給のもの）

　期末手当、勤勉手当

２） 勤務成績の評価の検討

昇給昇格決裁、勤勉手当の成績率、退職時特別昇給等における勤務成績評価について

検討

３） 補職別給料分布分析

４） 退職手当

① 平成１２年度退職手当支給の検証

② 退職手当要支給額の検討

③ 今後の退職手当支給予測

第５節 外部監査の実施期間

　　　　平成１３年４月１日から平成１４年２月１９日まで

第６節 利害関係

　包括外部監査の対象とした事件につき、地方自治法第２５２条の２９の規定により記

載すべき利害関係はない。
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第２章 高松市における人件費及び人事制度の概要

第１節 人件費の概要

第１項 人件費の推移

　　平成３年度から平成１２年度の１０年間の人件費の推移は以下のとおりである。
（単位：百万円）

項目 平成3年度 平成4年度 平成5年度 平成6年度 平成7年度 平成8年度 平成9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度

議員報酬手当 410 430 435 432 445 447 444 445 404 392

委員等報酬 673 813 995 1,093 1,223 1,214 1,308 1,354 1,481 1,710

市長等特別職給与 77 71 81 78 74 82 84 85 82 82

職員給 14,376 15,265 15,635 16,119 16,408 16,899 17,051 17,233 17,056 16,830

共済組合負担金等 2,178 2,339 2,397 2,400 2,464 2,582 2,717 2,792 2,772 2,799

退職手当 1,438 1,812 1,832 1,437 1,939 1,842 2,059 2,123 2,059 1,810

恩給、退職年金 86 80 76 75 70 66 53 50 43 38

災害補償費 21 19 24 26 22 23 23 24 23 24

職員互助会補助金 47 51 47 79 71 72 83 86 84 83

その他 28 25 89 101 113 125 140 146 161 176

合計 19,334 20,905 21,611 21,840 22,829 23,352 23,962 24,338 24,165 23,944

（注１） 委員等報酬には非常勤嘱託報酬が含まれ、増加の主な要因となっている。

　　　　非常勤嘱託の人員推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人　各年４月１日現在）

平成７年 平成８年 平成９年 平成１０年 平成１１年 平成１２年 平成１３年

５４９ ５３９ ５８５ ６１１ ６７１ ８０８ ８１５

（注２） 職員給は平成１０年度をピークに平成１１年度より減少傾向にある。

第２項 部門別人件費の推移

　　上記表の職員給について部門別の推移を示したのが以下の表である。
（単位：百万円）

部門 平成3年度 平成4年度 平成5年度 平成6年度 平成7年度 平成8年度 平成9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度

議会関係 136 143 147 149 140 145 153 153 148 148

総務関係 2,830 3,020 2,920 3,090 3,152 3,210 3,108 3,102 3,041 2,989

税務関係 679 699 715 706 711 737 746 732 722 724

民生関係 2,158 2,271 2,357 2,440 2,488 2,582 2,667 2,735 2,888 2,783

衛生関係 1,117 1,237 1,301 1,518 1,477 1,521 1,565 1,705 1,746 1,706

労働関係 8 8 8 4 4 6 6

農林水産業関係 253 259 260 265 270 273 278 280 273 280

商工関係 208 203 239 251 244 257 263 246 239 230

土木関係 927 1,051 927 1,006 1,062 1,147 1,120 1,107 997 999

消防関係 2,620 2,763 2,875 2,939 3,027 3,129 3,173 3,193 3,211 3,200

教育関係 3,440 3,611 3,886 3,751 3,833 3,892 3,972 3,980 3,791 3,771

合計 14,376 15,265 15,635 16,119 16,408 16,899 17,051 17,233 17,056 16,830

　平成３年度から平成１２年度にかけて増加率の高い部門は民生関係１２９．０％、衛

生関係１５２．７％、消防関係１２２．１％となっている。
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第３項 職員の配置状況

　１）部門別配置状況

　　部門別の職員数の推移は次のとおりである。
（単位：人）

部課名 H4.4.1 H5.4.1 H6.4.1 H7.4.1 H8.4.1 H9.4.1 H10.4.1 H11.4.1 H12.4.1 H13.4.1

市長部門
市長公室 125 112 123 111 130 121 106

総務部 218 217 219 217 218 215 211 114 107 108

企画財政部 189 179 178

市民部 190 192 195 195 188 192 188 191 191 188

福祉保健部 799 811 835 853 849 850 863

健康福祉部 891 908 922

環境部 157 170 172 175 176 175 185 170 169 164

産業部 113 115 114 112 109 111 109 106 104 101

都市開発部 107 107 113 124 128 136 130 126 127 129
下水道部 96 102 105 106 104 105 107 106

土木部 125 121 119 127 127 126 129 130 230 229

国体事務局 21 23

支所出張所 76 76 75 74 76 75 74 74 72 73

出納室 14 13 12

市長部門計 2,027 2,046 2,070 2,094 2,105 2,106 2,102 2,111 2,100 2,104

教育委員会 602 598 594 593 590 598 593 567 566 553
監査事務局 9 9 8 8 9 9 9 9 9 9

選管事務局 9 7 7 9 8 7 7 7 7 6

公平委員会

市議会事務局 23 22 22 21 21 21 21 20 20 21
農業委員会事務局 13 15 15 15 15 14 13 14 14 14

消防局 385 388 387 391 394 392 394 393 394 392

水道局 181 179 181 182 183 183 181 179 178 179

合計 3,249 3,264 3,284 3,313 3,325 3,330 3,320 3,300 3,288 3,278

（注）中核市への移行に際し組織変更が行なわれ、平成１１年４月より市長公室、総務部、

福祉保健部は総務部、企画財政部、健康福祉部、出納室と再編された。

　　平成１２年４月より下水道部は土木部へ統合された。

２）役職別配置状況

役職別に職員推移を示すと次のとおりである。
（単位：人）

役職別 H4.4.1 H5.4.1 H6.4.1 H7.4.1 H8.4.1 H9.4.1 H10.4.1 H11.4.1 H12.4.1 H13.4.1

役付職員
部長級 19 19 18 18 24 22 21 19 17 17
部次長級 29 29 29 31 32 35 39 42 45 49

課長級 127 127 131 133 129 128 133 135 140 143

課長補佐級 137 157 169 181 189 199 206 218 230 232



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　37

役職別 H4.4.1 H5.4.1 H6.4.1 H7.4.1 H8.4.1 H9.4.1 H10.4.1 H11.4.1 H12.4.1 H13.4.1

係長級 479 475 486 509 523 585 642 683 711 737

役付職員計 791 807 833 872 897 969 1041 1097 1143 1178

一般職員
事務吏員 997 991 976 953 932 893 725 677 651 637

技術吏員 854 840 821 825 827 817 935 935 940 932

消防吏員 300 307 306 307 312 307 306 291 283 278

事務員 47 38 33 40 56 54 40 40 40 31
技術員 49 51 74 64 45 55 35 27 12 16

その他 63 86 96 106 110 88 88 81 64 50

指導主事 6 6 7 7 8 9 8 9 13 14

一般職員計 2,316 2,319 2,313 2,302 2,290 2,223 2,137 2,060 2,003 1,958

教員 142 138 138 139 138 138 142 143 142 142

合計 3,249 3,264 3,284 3,313 3,325 3,330 3,320 3,300 3,288 3,278

（注）職員数全体では平成９年４月以降微減傾向にある。

　平成４年から平成１３年にかけて役付職員は３８７人増加（４８．９％増）、事務吏員

は３６０人減少（３６．１％減）している。

第４項 平均給料等

　１）職種別平均給料等

　　職種別平均給料等を平成４年と平成１３年で比較すると次のとおりである。

平成４年4月1日 平成13年4月1日 対比（13年÷４年×100）

職種 職員数（人） 給料等（円） 平 均 年 齢

（歳）

職員数（人） 給料等（円） 平 均 年 齢

（歳）

給料等（％） 平均年齢（％）

一般行政職 １,４３１ ３２７,６０７ ３９．１１ 1,463 387,977 41. 3 １１８．４ １０３． ５

税務職 １４８ ３１６,５２３ ３８． ７ 141 367,749 39. 2 １１６．２ １０１． ６

医師歯科医師職 ４２ ６９５,２７８ ４０． ４ 44 776,494 46. 6 １１１．７ １１５． ４

薬剤師医療技術職 ５７ ２９８,８３５ ３７． ４ 77 348,944 38. 6 １１６．８ １０３． ２

看護・保健職 ２７３ ２９７,９７１ ３５．１０ 314 363,861 38. 2 １２２．１ １０６． ７

消防職 ３８５ ３５８,３０１ ４０．１０ 394 425,568 44.11 １１８．８ １１０． ０

企業職 １８１ ３２１,６７５ ３９． ６ 179 377,461 40. 0 １１７．３ １０１． ３

技能労務職 ５８５ ２８８,７５３ ４０． ９ 528 363,351 42. 7 １２５．８ １０４． ４

高等学校教育職 ８８ ３８２,６８４ ４４． ３ 76 411,402 41. 1 １０７．５ ９２． ８

幼稚園教育職 ５４ ３１２,４７５ ３８． ７ 66 364,623 36.10 １１６．７ ９５． ３

その他の教育職 １５ ４２４,８３１ ４７．１１ 21 470,678 45. 8 １１０．８ ９５． ４

合計 ３,２５９ 3,303

平均給料等 ３２６,８６３ ３９．１０ 389,662 41.5 １１９．２ １０４． ０

（注１）給料等には給料、扶養手当、住居手当、通勤手当、初任給調整手当（医師）、調整手当（医師）が

　　含まれている。

　　　なお、給料のみの金額は平成４年は３０２,８０１円、平成13年は３６１,８３２円である。
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　平成４年と平成１３年の対比で増加率の高い職種は、給料等では看護･保健職１２２．１％、

技能労務職１２５．８％であり、平均年齢では医師歯科医師職１１５．３％、消防職

１１０．０％となっており、教育職関係は低下している。

　平均年齢の下がっている教育職関係では、結果的に給料等の増加率も他と比べて高くない。

　　２）補職別平均給料（一般行政職）

一般行政職の補職別平均給料を平成４年と平成１３年とで比較すると次のとおりである。
平成４年４月１日

区分 部長 部次長 課長 課長補佐 係長 その他職員 合計

職員数（人） １５ ２５ ７６ ９３ ３０３ ９１９ １,４３１

構成比（％） １．０ １．８ ５．３ ６．５ ２１．２ ６４．２ １００．０

平 均 給 料 月 額

（円）

５０８,２６７ ４７９,２０８ ４４１,１０７ ３９１,９８１ ３５７,４０３ ２６１,７７９ ３０６,３９５

平成13年4月1日

区分 部長 部次長 課長 課長補佐 係長 その他職員 合計

職員数（人） 13 32 91 174 443 710 1,463

構成比（％） 0.9 2.2 6.2 11.9 30.3 48.5 100.0

平 均 給 料 月 額

（円）

550,515 517,019 485,702 453,219 410,830 285,583 363,310

平均給料比較（％） １０８．３ １０７．９ １１０．１ １１５．６ １１４．９ １０９．１ １１８．６
（１３年÷４年×１００）

（注）前記１）職種別平均給料等における一般行政職の「給料等」と当該表における「給料」

との差額は扶養手当等の諸手当である。

　課長補佐及び係長における増加率が高いのが特徴である。
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第５項 職員の年齢の状況

　　職員の年齢分布について類似都市の平均と比較すると次のとおりである。

高松市（平成１３年４月１日現在） （％）
区分 １８～２３歳 ２４～３１歳 ３２～３９歳 ４０～４７歳 ４８～５５歳 ５６歳以上 合計

消防関係 3.1 16.2 12.7 12.4 42.4 13.2 100.0

本庁 4.1 24.4 17.9 24.3 23.6 5.7 100.0

支所出張所 2.6 24.1 18.2 21.1 28.3 5.7 100.0

一般職員

施設関係 6.2 18.5 8.4 37.2 24.0 5.7 100.0

教育公務員 1.2 29.4 17.2 23.9 21.5 6.8 100.0

技能労務職員 2.1 17.5 18.9 26.1 22.4 13.0 100.0

合計 3.5 21.3 15.9 24.3 26.7 8.3 100.0

類似都市（Ⅴー５）
区分 １８～２３歳 ２４～３１歳 ３２～３９歳 ４０～４７歳 ４８～５５歳 ５６歳以上 合計

消防関係 4.7 20.1 17.0 25.9 26.2 6.1 100.0

本庁 3.6 21.9 18.6 22.2 26.0 7.7 100.0

支所出張所 4.3 24.2 17.4 18.3 25.5 10.3 100.0

一般職員

施設関係 3.5 16.9 15.3 27.8 26.6 9.9 100.0

教育公務員 1.7 12.2 17.5 33.9 25.6 9.1 100.0

技能労務職員 2.4 13.4 15.8 20.8 31.4 16.2 100.0

合計 3.4 18.9 17.2 23.5 27.2 9.8 100.0

（注）類似団体別市町村財政指数表　平成１３年３月より

　類似都市のⅤー５とは人口２３万人から４３万人の都市で産業構造がⅡ次産業およびⅢ

次産業が９５％以上かつⅢ次産業が６５％以上の都市

　高松市の特徴は、４８歳以上の職員の比率が全体で３５％と高い（特に、消防関係は

５５．　６％と高い）。また３２歳から３９歳の比率は１５．９％と低く年齢構成がアンバランスとい

える。

　　類似都市もほぼ同じ傾向であり、結果的に平均年齢の上昇に繋がっている。

第６項 平均給与の上昇率について

　　香川県の事業所規模３０人以上の所定内給与（注）と高松市の一般行政職の平均給料の

推移は次のとおりである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（各年４月１日現在）

年 所定内給与（円） 高松市一般行政職平均給料（円）

平成４年 ２４５,８６７ ３０６,３９５

平成５年 ２４７,０００ ３１８,８４１

平成６年 ２５５,０５１ ３２６,３０２

平成７年 ２６２,０４５ ３３６,３０２

平成８年 ２５６,５８１ ３４１,７０２

平成９年 ２５９,０２４ ３４７,３２４

平成１０年 ２５９,６０３ ３５３,４３７

平成１１年 ２６３,７６８ ３５７,５３７

平成１２年 統計データ未発表 ３６０,９２０

平成１３年 統計データ未発表 ３６３,３１０
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（注）「香川の賃金と労働経済の概況」香川労働局労働基準部賃金室編集、社団法人

香川労働基準協会発行より

　所定内給与は基本給と所定内手当により構成され、時間外手当等の所定外手当、特

別給与（賞与等）は含まれない。上記金額は全産業平均であり業種間かつ企業規模の

格差は平均化されている。従って、ここでは月額給与の金額比較は集計ベースが異な

るため行なわず、もっぱら給与上昇率の対比資料としてのみ活用した。

　平成４年と平成１１年を比較すると給料上昇率は以下のようになる。

比較する年 民間 高松市

平成４年と平成１１年 ７．３％ １６．７％

　高松市の一般行政職の平均給料の上昇率は平成４年から平成１１年にかけてプラ

ス１６．７％であり、バブル経済崩壊後の経済成長減速化さらに経済不況下の中では

民間レベルとの乖離が目立つ数値である。

第７項 給料等水準の民間比較

　前項の所定内給与（基本給および所定内手当）と高松市給料等（給料、扶養手当、住居

手当、通勤手当、初任給調整手当および調整手当）はほぼその範囲が同じであるので、平

成１１年の民間の業種別統計データと比較すると以下のとおりである。

民間（規模３０人以上） 所定内給与（円）

調査産業計（全産業平均） ２６３,７６８

（業種別）

建設業 ３７４,６５５

製造業 ２３８,５０７

電気ガス熱供給水道業 ３８８,９９４

運輸・通信業 ２６１,８４０

卸売・小売・飲食業 １９７,０６６

金融・保険業 ２９９,２２２

サービス業 ２９３,５５４

高松市 ３８０,９６２

　高松市の平均給料等は民間事業の公共事業に近い電気ガス熱供給水道業とほぼ同

水準である。民間レベルとの対比では比較的水準の高い業種と対応しているといえる。
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第２節 給与制度の概要

第１項 任用制度の概要

　高松市における任用制度の概要は次のとおりである。（規則、運用面は詳細になるため、

ここでは概要のみ記載した。）

級 １．２．

３級

４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 １０級 １ １

級

補職

主事

技師

係長

主査

主任主事

主任技師

係長

主査

係長

主査

課長補佐

副主幹

副主幹

主席主任

課長

主幹

課長補佐

副主幹

副主幹

　　

部次長

副参事

課長

主幹

部長

参事

部次長

副参事

部長

参事

（注１） 一般職（主任主事、主任技師、主席主任等）から係長級への昇任制度として「係

長級昇任選考制度」がある。

（注２） 管理職員（課長補佐級以上）への昇任制度として「管理職員庁内公募昇任制度」

がある。

第２項 級別標準職務表

高松市における級別標準職務表は次のとおりである。

級 標準職務

１級 １． 定型的な業務を行う主事もしくは技師の職務またはこれに相当する職務

２． 事務員もしくは技術員の職務またはこれに相当する職務

２級 １． 主事もしくは技師の職務またはこれに相当する職務

２． 相当高度の知識または経験に基づく事務員もしくは技術員の職務またはこれに相

当する職務

３級 １．高度の知識または経験を必要とする主事もしくは技師の職務またはこれに相当す

る職務

４級 １．係長の職務またはこれに相当する職務

５級 １．相当困難な業務を処理する係長の職務またはこれに相当する職務

６級 １．困難な業務を処理する係長の職務またはこれに相当する職務

７級 １．課長補佐の職務またはこれに相当する職務
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８級 １． 課長の職務またはこれに相当する職務

２． 困難な業務を処理する課長補佐の職務またはこれに相当する職務

９級 １． 部次長の職務またはこれに相当する職務

２． 困難な業務を処理する課長の職務またはこれに相当する職務

１０級 １． 部長の職務またはこれに相当する職務

２．困難な業務を処理する部次長の職務またはこれに相当する職務

１１級 １．困難な業務を処理する部長の職務またはこれに相当する職務

第３項 給料表

　高松市における平成１３年４月１日現在の給料表は次のとおりである。（一部省略）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
１級 ２級 ３級 ４級 ５級職 員 の

区分

級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

１号給 １８９,０００ ２２５,０００ ２４３,１００

最高号給 １９３,５００ ２５１,５００ ３２６,５００ ３７５,８００ ３９３,７００

（１６号給） （１９号給） （３２給号） （２８給号） （２６号給）

再 任 用

職 員 以

外

再 任 用

職員

１５３,４００ １９１,９００ ２２１,５００ ２５９,６００ ２７７,５００

１級２級は２

号給より適用。

　各級とも最

高号給の号給

まで各号ごと

に給料月額が

設定されてい

る

６級 ７級 ８級 ９級 １０級 １１級職 員 の

区分

級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

１号給 ２６４,３００ ２８４,３００ ３０６,３００ ３４１,３００ ３８０,２００ ４３０,１００

最高号給 ４５１,５００ ４７４,０００ ４７７,２００ ５２０,４００ ５５５,１００ ５９７,３００

（３０号給） （３１号給） （２４号給） （２２号給） （２１号給） （１５号給）

再 任 用

職 員 以

外

再 任 用

職員

３０２,０００ ３１９,５００ ３４２,０００ ３７８,０００ ４１３,８００ ４６８,４００

第４項 手当

　　平成１３年４月１日現在の各種手当の主なものは以下のとおりである。

１） 扶養手当（月額）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

区分 高松市 比較（国）

配偶者 １６,０００ １６,０００

配偶者以外の扶養親族２人まで 各６,０００ 各６,０００

扶養親族でない配偶者を有する場合１人目 ６,５００ ６,５００

配偶者を欠く場合１人目 １１,０００ １１,０００

その他 各３,０００ 各３,０００

満１６歳の年度初めから満２２歳の年度末

までの子

各５,０００加算 各５,０００加算
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２） 住居手当（月額）

区分 高松市 比較（国）

賃貸住宅 上限３０,２００ 上限２７,０００

同一住宅 １,６００ ―

その他 ３,２００ ―

持ち家 ４,２００ １,０００

新築、購入５年 ５,７００ ２,５００

３） 通勤手当（要約）（月額）

　

区分 高松市 比較（国）

① 交通機関等を利用して運賃等を負担する職

員

（徒歩で通勤した場合の通勤距離が２キロ

メートル未満の職員及び②の職員を除く）

運賃等相当額（１ｶ月の定期券

の価額）

但し、２,４００円に満たない

場合は２,４００円

運賃等相当

額

但し、上限

５０,０００

円まで

② 交通機関等を利用して運賃等を負担し、か

つ、自動車等を使用する職員

（徒歩で通勤した場合の通勤距離が２キ

ロメートル未満の職員を除く）

運賃等相当額（１ｶ月の定期券

の価額）に自動車等の使用距

離に応じて③に掲げる額を加

えた額

同上

２キロメートル

未満

２,４００円 ―

２～５キロメー

トル未満

２,７００円 ２,０００円

省略 距離により段

階的に設定

距離により段

階的に設定

③　①②の職員以外の職員

　　但し、右の区分のうち、２キロメートル以

上の区分については、自動車等を使用する職

員に限るものとし、２キロメートル以上で自

動車等を使用しない職員は２,４００円とす

る。
５０キロメート

ル以上

３０,７００円 ４０キロメ

ートル以上
２０,９００円

４） 時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当

区分 高松市 比較（労働基準法） 比較（国）
時間外勤務手当（勤務日） １００分の１２５ １００分の１２５～１５０ １００分の１２５

時間外勤務手当（週休日等） １００分の１３５ １００分の１３５～１５０ １００分の１３５

時間外勤務手当（午後１０時～午前５時） １００分の２５加算 １００分の２５以上 １００分の２５加算

休日勤務手当 １００分の１３５ １００分の１３５～１５０ １００分の１３５

夜間勤務手当 １００分の２５ １００分の２５以上 １００分の２５

割振変更による時間外勤務手当 １００分の２５ １００分の２５～５０ ―
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５） 管理職手当、管理職員特別勤務手当

　ⅰ）管理職手当

高松市 比較（国）

支給率

施行規則 附則（平成１１年４月

１日より当分の間）

手当を支給す

る職

区分 支給率

一種 ２５／１００

１００分の２０ １００分の１８ 部長級 二種 ２０／１００

１００分の１７ １００分の１５ 部次長級 三種 １６／１００

１００分の１５ １００分の１３ 課長級 四種 １２／１００

１００分の１２ １００分の１０ 課長補佐級 五種 １０／１００

課長補佐 　８／１００

　　（注）管理職手当の支給額＝給料（国においては俸給）月額×支給率

　ⅱ）管理職員特別勤務手当

　　　　　　　　　　　　高松市 比較（国）

手当の支給額（勤務１回につき） 手当を支給する職 区分 手当の支給額

１２,０００円 部長級 一種 １２,０００円

１０,０００円 部次長級 二種 １０,０００円

８,０００円 課長級 三種 ８,０００円

６,０００円 課長補佐級 四種 ６,０００円

五種 ４,０００円

　臨時または緊急の必要その他の公務の運営の必要により週休日または休日に勤務し

た場合に支給

６） 期末手当、勤勉手当

区分 高松市 比較（国）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

６月期 １．４５月分 ０．６０月分 １．４５月分 ０．６０月分

１２月期 １．５５月分 ０．５５月分 １．５５月分 ０．５５月分

３月期 ０．５５月分 　　　－ ０．５５月分 　　　－

計 ３．５５月分 １．１５月分 ３．５５月分 １．１５月分

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置

役職加算　（給料×役職加算率）

部長級　　　 ２０％

次長、課長級 １５％

課長補佐級　 １０％

８級～６級　 １０％

５級、４級　 　５％

役職加算　（俸給×役職加算率）

１１級、１０級　２０％

　９級、　８級　１５％

　７級、　６級　１０％

　５級、　４級　　５％

成績の考慮 勤勉手当（６月期分）

勤務成績が普通以上の者

０．６０月分

勤務成績がとくに劣る者

０．５４月分（０．６０月分×

１００分の９０）

勤勉手当（一般の職員の場合　６月期分）

特に優秀　０．８０月分以上

優秀　０．７０月分～０．８０月分未満

良好　０．６０月分

その他０．６０月分未満
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期末手当の計算

（給料＋役職加算＋扶養手当）×支給割合×在職期間率

勤勉手当の計算

（給料＋役職加算＋扶養手当）×支給割合×勤務期間率×成績率

７） 特殊勤務手当

　　　　特殊勤務手当の種類

  
税務事務職員手当

自動車乗務職員手当

　　　　　用地交渉等手当

　　　　　夜間業務手当

　　　　　交替制勤務手当

　　　　　公害防止等業務手当

　　　　　福祉事務従事職員手当

　　　　　保育業務従事手当

　　　　　薬剤等取扱手当

　　　　　斎場業務手当

　　　　　じんかい処理手当

　　　　　汚物処理手当

　　　　　研究手当  
　　　　　危険手当

　　　　　診療手当

　　　　　離島診療手当

　　　　　待機手当

　　　　　夜間看護手当

　　　　　精神保健業務手当

　　　　　結核患者訪問手当

　　　　　狂犬病予防等作業手当

　　　　　と畜検査業務手当

　　　　　競輪開催執務職員手当

　　　　　中央卸売市場職員手当

　　　　　高所・深所作業手当

　　　　　道路上作業手当

　　　　　災害応急作業等手当

　　　　　消防業務手当

　　　　　消防自動車乗務職員手当

　　　　　夜間特殊業務手当

　　　　　救急業務手当

　　　　　救助業務手当

　　　　　年末年始等勤務手当
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第５項 退職手当

１） 退職手当概要

① 普通退職（高松市職員退職手当支給条例第３条等）

ⅰ）勤続２５年未満の自己都合退職

ⅱ）勤続２５年未満の公務外（通勤災害を除く）傷病退職

ⅲ）勤続２０年未満の勧奨退職

ⅳ）勤続２０年未満の定年退職

ⅴ）勤続２０年未満の通勤災害傷病退職

ⅵ）勤続２０年未満の公務外死亡退職

② 長期勤続後の退職（同第４条等）

ⅰ）勤続２５年以上の自己都合退職

ⅱ）勤続２５年以上の公務外（通勤災害を除く）傷病退職

ⅲ）勤続２０年以上２５年未満の通勤災害傷病退職

ⅳ）勤続２０年以上２５年未満の公務外死亡退職

③ 整理退職等（同第５条等）

ⅰ）職制もしくは定数の改廃もしくは予算の減少により廃職もしくは過員を生じるこ

とによる整理退職

ⅱ）公務上傷病・死亡退職

ⅲ）５０歳以上勤続２０年以上の勧奨退職、公務外死亡退職

ⅳ）勤続２０年以上の定年退職

ⅴ）勤続２５年以上の通勤災害傷病退職

ⅵ）勤続２５年以上の公務外死亡退職

④ 退職手当支給率

普通退職 長期勤続後の退職 整理退職等

１年以上

１０年以

下

１００分の

１００

１年以上

１０年以

下

１００分

の１２５

１年以上

１０年以

下

１００分

の１５０

１１年以

上２０年

以下

１００分の

１１０

１１年以

上２０年

以下

１００分の

１３７．５

１１年以

上２０年

以下

１００分

の１６５

２１年以

上２４年

以下

１００分の

１２０

２１年以

上３０年

以下

１００分

の１５０

２１年以

上３０年

以下

１００分

の１８０

自己都合による退職

の場合の退職手当の

額は、左記の支給率に

よって計算した額に

勤続期間に応じて次

の割合を乗じて得た

額となる。

１年以上５年以下

　　１００分の６０

６年以上１０年以下

　　１００分の７５

１１年以上１９年以

下　１００分の８０

３１年以

上

１００分

の１２５

３１年以

上

１００分

の１５０

２） 特別措置

① 定年前早期退職の特例措置

定年年度前に退職した者で勤続２５年以上の整理退職等の場合に、その者の定年から

１０年を減じた年齢以上であるものの給料月額について、給料月額に定年と退職年度

末の年齢の差１年につき２％を乗じて得た金額を加算する。
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② 特別昇給

勤続２０年以上の者　　１号給

（勤務成績が特に良好な者）

③ １０％加算（附則による経過措置）

勤続２０年以上の次の退職者

　
公務外傷病退職

通勤災害傷病退職

公務外死亡退職

整理退職

公務上傷病・死亡退職

５０歳以上の勧奨退職

定年退職

　この特例措置は、昭和４８年、民間との退職手当の格差を是正するための措置とし

て、国家公務員の退職手当法等の一部改正に際して高松市も条例改正し、１００分の

１２０の支給とされた。その後、昭和５６年に国家公務員が１００分の１１０へ引き

下げられるに伴い昭和５９年に高松市も１００分の１１０へ引き下げられ経過措置

を経て今日に至っている。

　現在、この特例措置の主旨である民間との格差是正としての意義は失われており、

比較対象にもよるが公務員のほうが優遇されている場合もあるので、見直し時期にき

ているといえる。

３） 平成１２年４月１日改正（退職手当に関係するもの）

① 退職時の特別昇給（勤続２０年以上）　２号給から１号給へ

② 定年退職前年度の特別昇給１号給の廃止

③ 定年退職年度の昇給短縮１２月の廃止

④ ５６歳（６３歳定年は５９歳、６５歳定年は６１歳。以下同じ。）に達した年度の翌

年度以降の昇給は１８月とし、５８歳（６３歳定年は６１歳、６５歳定年は６３歳。）

に達した年度の翌年度からは昇給しない

なお、激減緩和措置が平成１５年度まで講じられ平成１６年度より改正の全面実施とな

る。但し、５５歳（６３歳定年は５８歳、６５歳定年は６０歳。以下同じ。）に達した

年度の翌年度の１２月昇給短縮は継続される。

　結果的に、５６歳以降、改正前では昇給短縮を含めて４号給昇給するのが、改正後は

５５歳昇給短縮措置を含めて２号給の昇給となる。
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第３章 監査結果

第１節 給料、手当事務手続について

第１項 給料サンプル検証

１） 給料

① 決定された級号給と給料表の適用について（平成１３年６月）

「昇格昇給管理簿」と給料表（職員の給与に関する条例第３条の別表）と照合

サンプル数（各課毎に１人から２人程度の任意抽出）

結果　　正確に適用されていた。

② わく外昇給について（平成１２年度及び平成１３年７月まで）

「昇給昇格決裁簿」におけるわく外昇給について検証

昇給時期 わく外昇給者数

平成１３年７月１日 ２３人

平成１３年４月１日 ２２人

平成１３年１月１日 １７人

平成１２年１０月１日 ８人

平成１２年７月１日 １９人

平成１２年４月１日 ２８人

　　　　　　（注１）昇給時期におけるわく外昇給者を記載した。従って、同一人がわく外か

らわく外へ昇給する場合はそれぞれの昇給時期でカウントしている。

（注２）わく外昇給とは職員の給与に関する条例第４条第８項ただし書きにより

昇給する場合である。即ち、「職員の給料月額がその属する職務の級における

給料の幅の最高額である場合、または最高額を超えている場合には、その者

が同一の職務の級にある間は、昇給しない。ただし、それらの給料月額を受

けている職員で、その給料月額を受けるに至ったときから２４月（職務の級

における給料の幅の最高額を受ける職員のうち市長が定める職員にあっては

１８月）を下らない期間を良好な成績で勤務したもの、勤務成績が特に良好

であるもの等については、その職員の属する勤務の級における給料の幅の最

高額を超えて市長の定めるところにより、昇給させることができる。」

　　　　結果　ⅰ）わく外昇給

　　　　　　　　　５６歳昇給延伸５８歳昇給停止（平成１２年４月より）に伴う経過措

置による昇給短縮（１２月から２４月の短縮）によりわく外昇給となる

場合がありわく外昇給増加の要因となっている。例えば、８級２４号給

（最高号給）から８級２６号給相当額（わく外）となる場合である。

　　　　　　　　わく外昇給及び上記経過措置は正確に適用されていた。

　　　　　　　ⅱ）「良好な成績で勤務」について

　　　　　　　　　原則に対する例外規定としてのわく外昇給であるのでその運用は適

正になされなければならない。「良好な成績」の判断基準は、私傷病によ

る病気休暇日数や欠勤日数等の他、勤務状況の面において所属部課長か
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らの内申を参考にして昇給の適否を決定しているものの、その判断に甘

さが感じられる。即ち、「良好な成績」の範囲には「普通の勤務状態」も

含められた判断となっている。

　　　　　　　

③ ５８歳以上の職員の昇給

　職員の給与に関する条例第４条第９項による昇給で勤務成績が特に良好な者が

昇給可能である。

平成１２年度における該当者はいない。

第２項 手当サンプル検証　（平成１３年６月）

１） 扶養手当、通勤手当、住居手当（給料と同じサンプル８５人）

手当 検証申請書 結果

扶養手当 扶養親族申請書 正確に処理されていた

通勤手当 通勤届 正確に処理されていた

住居手当 住居届 ３件について更新もれ

直ちに更新処理された

２） 時間外勤務手当、夜間勤務手当、管理職員特別勤務手当

検証書類 検証対象課 結果

時間外勤務命

令簿等

市民課、財政課、保険年金課、介護

保険課、障害福祉課、長寿社会対策

課、保護課、母子児童課、観光課、

土地改良課、競輪局事業課、都市計

画課、都市再開発課、住宅課、下水

道管理課、学校教育課、選挙課

１件記入誤りあり。

確認後正しく訂正された。

３） 特殊勤務手当（平成１３年６月）

手当の種類 検証書類 結果

税務事務職員手当 税務事務職員手当実績簿

差押事務従事者報告書

処理は正確

他の職務との比較において困

難さを伴うもの

夜間業務手当 管財課守衛係深夜勤務実施

状況一覧表

処理は正確

斎場業務手当 特殊勤務手当内訳報告書 処理は正確

福祉事務従事職員手当 社会福祉主事等一覧表 処理は正確

専門職としての資格給的性格

保育業務従事手当 職員録 処理は正確

専門職としての資格給的性格

狂犬病予防等作業手当 特殊勤務手当実績簿 処理は正確

薬剤等取扱手当 特殊勤務手当実績簿 処理は正確

精神保健業務手当 特殊勤務手当実績簿 処理は正確
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手当の種類 検証書類 結果

結核患者訪問手当 特殊勤務手当実績簿 処理は正確

危険手当 職員録（保健婦） 処理は正確

専門職としての資格給的性格

公害防止等業務手当 特殊勤務手当実績簿 処理は正確

じんかい処理手当 月例報告 処理は正確

自動車乗務職員手当 月例報告 処理は正確

専門職（運転）としての資格

給的性格あり

競輪開催執務職員手当 特殊勤務手当内訳簿 処理は正確

他の職務との比較において困

難さを伴うもの

中央卸売市場職員手当 当番表 処理は正確

他の職務との比較において困

難さを伴うもの

用地交渉等手当 用地交渉等手当報告書 処理は正確

他の職務との比較において困

難さを伴うもの

災害応急作業等手当 特殊勤務手当実績簿 処理は正確

道路上作業手当 道路上作業手当実績簿 処理は正確

汚物処理手当 特殊勤務実施状況現場日誌

汚物処理作業日誌

処理は正確

夜間特殊業務手当 夜間特殊業務記録表（消防） 処理は正確

消防業務手当 消防職員編成表 処理は正確

消防自動車乗務職員手当 消防自動車運転従事記録表 処理は正確

救急業務手当 救急救命士名簿 処理は正確

専門職としての資格給的性格

今回検証しなかった特殊勤務手当

交替制勤務手当

研究手当  
診療手当

離島診療手当

待機手当

夜間看護手当

と畜検査業務手当

高所・深所作業手当

救助業務手当

年末年始等勤務手当

結果　１）特殊勤務手当の性質が多岐にわたる。

　　　　　　ⅰ）勤務の状況が著しく危険、不快、不健康、困難

　　　　　　ⅱ）専門職として資格給的な性格のもの

　　　　　　ⅲ）他の職務との比較において困難さを伴うもの
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　　　見直しの必要な特殊勤務手当

　　　　専門職として資格給的な性格のもの

　　　　　　　他の地方公共団体、民間比較にてトータルの給与水準にて比較検

討を要する。

　　　　他の職務との比較において困難さを伴うもの

　手当支給よりも職務手続のマニュアル化、標準化にて困難性を克

服すべきものである。

なお、今回検証対象とならなかった特殊勤務手当も同様に継続的見直し

が必要である。

結果　２）特殊勤務手当の種類の整理削減が必要である。

　　　　　各種報告書、管理簿等の整備および管理事務ならびに手当計算支給に

おける事務等かなり煩雑であり、事務量も多くなっている。手当の種類

を整理し事務量の軽減に努める等の改善が必要である。

４） 管理職手当

　管理職別に支給率の検算の実施

　
　結果　正確に処理されていた。

５） 期末手当、勤勉手当

① 期末手当

支給率、役職加算につき検算

結果　正確に処理されていた。

② 勤勉手当

支給率、役職加算につき検算

　結果　正確に処理されていた。

ⅰ）成績率の考慮について

　高松市職員の期末手当および勤勉手当支給規則第１５条成績率にて、勤務成績

が普通以上の者１００分の１００、勤務成績がとくに劣る者１００分の９０と定

められている。

　平成１３年６月期勤勉手当における１００分の９０適用者は７人であった。
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第２節 年功序列給料体系の結果としての給料水準の高止まり

第１項 補職別給料分布状況

部長

0
100,000
200,000
300,000
400,000
500,000
600,000
700,000

0 10 20 30 40 50
勤続年数

給料（円）

部次長

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

0 10 20 30 40 50
勤続年数

給料（円）

課長

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

0 10 20 30 40 50
勤続年数

給料（円）
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課長補佐

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

0 10 20 30 40 50勤続年数

給料（円）

副主幹(係長級）

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

0 10 20 30 40 50
勤続年数

給料（円）

係長

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

0 10 20 30 40 50
勤続年数

給料（円）
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　　　　　上記表では、縦軸に給料額（月額）、横軸に勤続年数（年）を示している。

　　　　なお、課長には主幹（課長級）を含めてある。

　　　　　全般的傾向は、勤続年数３０年から４０年にかけて給料水準が高止まりしている傾

向を示している。特に、課長補佐、副主幹（係長級）、主席主任である。

　　　

主査

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

0 5 10 15 20 25 30 35

勤続年数

給料（円）

主席主任

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

0 10 20 30 40 50
勤続年数

給料（円）



55

第２項 任用制度、級別標準職務表および給料表の運用について

１） 高止まり傾向を示している補職　　（給料額は平成１３年４月１日現在）

補職区分 級別標準職務表

（注１）

最高到達級 最高到達級における最

高号給

係長級（主査、副主幹

含む）

４級から８級 ８級 ４７７,２００円

（２４号給）

一般職（主事、主任主

事、主席主任含む）

１級から７級 ７級 ４７４,０００円

（３１号給）

（注１） 初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則　別表第１（第３条関係）より

　現在の年功序列型給料体系では、勤続年数の長期化に伴い課長補佐級、係長級、主席

主任（一般職）は、最高到達号給の給料額が同程度であり、かつ、高い水準に達してい

ることから高止まり傾向を示している。

　さらに、わく外昇給により、その影響は加速される結果となる。

第３項 給料の上昇についての民間レベルとの対比

１） これまでの８年間での対比

区分 対比する年 上昇率

民間（第２章、第６項より） 平成４年と平成１１年 ７．３％

高松市（第２章、第６項より） 平成４年と平成１１年 １６．７％

　高松市においては、官民給与の比較による適正な公務員給与水準の維持等を目的と

した人事院勧告を尊重し、これまで給与改定を行っており、給料表も国の行政職俸給

表（一）に準じて条例で定めている。また、地方公共団体の平均給与額と国のそれと

を比較し数値化したラスパイレス指数においても、平成４年の１０４．０に比べて平

成１１年は１０３．７であり、若干下がってはいるものの、上記表のとおり、香川県

の事業所規模３０人以上の所定内給与との比較においては、民間レベルで上昇率が低

いのに比較して高松市の上昇率が高い状況にある。

２） 給料上昇に係るアクセル機能とブレーキ機能

① アクセル機能

昇給についての考え方……勤務成績が特段に悪くなければ昇給の対象となる。

年功序列給料体系　　……一定期間（１年等）経過すれば昇給し、基本的に年功

序列である。

② ブレーキ機能（不在）

勤務成績の評価結果の反映が不充分であり、昇給を抑える機能がない。

第４項 給料高止まりの影響

　給料高止まりの影響は給料をベースに算定される各種手当に影響し、各種手当の高額

化の要因となる。

１） 期末手当、勤勉手当への影響

２） 時間外勤務手当等への影響

３） 退職手当への影響
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第３節 条例、規則における「勤務成績」の配慮規定について

第１項 「勤務成績」の配慮規定

　　高松市における条例等において勤務成績を考慮した規定を整理すると以下のとおり

である。

区分 条例等 条項 昇給等の対象 要旨

第４条第６項 普通昇給 １２月良好な成績で勤

務したときは１号給の

昇給

第４条第７項 特別昇給 勤務成績が特に良好で

ある場合は２号給以上

の昇給

１８月良好な成績で勤

務したときは１号給の

昇給

第４条第８項た

だし書

わく外昇給

勤務成績が特に良好で

ある場合（期間制約無

し）

第４条第９項 ５６歳以上での昇

給（初任給、昇格、

昇給等の基準に関

する規則第１８条

にて５８歳）

勤務成績が特に良好で

ある場合

条例 職員の給与に関する条例

第２０条 勤勉手当 勤務成績に応じて

第１４条 給与条例第４条第

６項（普通昇給）

第７項（特別昇給）

第８項ただし書

（わく外昇給）

勤務成績についての証

明を得て行わなければ

ならない。

第１６条第２項 わく外昇給 １８月良好な成績で勤

務したときは１号給の

昇給

初任給、昇格、昇給等の

基準に関する規則

第１６条第３項 わく外昇給 勤務成績が特に良好で

ある場合（期間制約無

し）

第１１条 成績率 勤務成績による割合高松市職員の期末手当お

よび勤勉手当支給規則 第１５条 成績率 勤務成績が普通以上

１００分の１００

勤務成績がとくに劣る

１００分の９０

規則

高松市職員退職手当支給

条例施行規則

第４条 特別昇給（１号） 勤務成績が特に良好で

２０年以上勤続して退

職する場合は１号給昇

給

実施

要領

高松市職員勧しょう退職

実施要領

第６項第２号 特別昇給（１号） 勤務成績等を考慮
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第２項 勤務評定の運用について

１） 職員勤務成績評定

① 概要

　職員の勤務について勤務成績の評定を統一的に行い、併せて、人材の育成に資

するとともに公務の能率的な運営を図るために、必要な記録を作成し、もって公

正な人事管理を行うことを目的とする。

② 評定者、被評定者

評定者 被評定者の所属長（１次評定者、２次評定者、

最終評定者の３段階）

被評定者 課長級、課長補佐級、係長級、一般職員

③ 評定期間

　４月１日から１２月３１日

④ 評定項目

　責任感、服務規律、勤勉さ等１０項目について評定

⑤ 評定

　個別評定…各評定項目別に５段階評点

　総合評定…５段階評点

⑥ 職員勤務成績評定の活用

ⅰ）任用についての参考として活用

ⅱ）退職時の特別昇給の判断材料として活用

過去１０年間で退職時の特別昇給の対象とならなかった者は１人である。

退職時の特別昇給の勤務成績は、高松市職員退職手当支給条例施行規則では

「特に良好な」職員となっており、判断の水準は甘い。

２） 勤勉手当の成績率に係る勤務成績評定

① 概要

　勤勉手当の成績率の決定のため、職員の勤務成績を評価する。

② 評定者、被評定者

被評定者 評定者

係長級以下 所属長

課長級、課長補佐級 所属部長

③ 評定期間

６月期支給分 １２月２日から６月１日

１２月期支給分 ６月２日から１２月１日



58

④ 評定項目

　　職員勤務成績評定と同じ

⑤ 評定

　各評定項目ごとの評定（５段階）結果に基づき、総合評定（５段階）を行う。

成績率の適用については，勤務成績が特に劣る者に対する勤勉手当の成績率を

１００分の９０とする。

⑥ 運用状況

　総合評定等の結果において、勤務成績が特に劣る者として判断された者の勤勉

手当を１０％カットしている。

　平成１３年６月期支給の勤勉手当で成績率が１００分の９０の者７人

３） 勤務成績評定に関する問題点

① 評定項目の一般職員への通知

勤務成績の評定のみならず、人材育成も目的としているため、評定項目について

は職員全員に通知し評定者と被評定者が納得の上で行われる評定制度であるべ

きである。

② 評定結果の説明

職員の資質向上のため、評定結果は本人に説明され、今後の自己の能力開発のた

めのモチベーションとすべきである。

③ 職員勤務成績評定と勤勉手当の成績率に係る勤務成績評定との評定水準の整合

性

　職員勤務成績評定と勤勉手当の成績率に係る勤務成績評定との整合性について

は、概ね、妥当であった。

④ 評定項目の見直し

公務員としての使命感、倫理観の追加または明確化

⑤ 評定制度の統一化

　職員勤務成績評定と勤勉手当の成績率に係る勤務成績評定は統一化しより充実

した評定制度の構築が必要である。

　統一すべき事項

　ⅰ）評定項目における５段階判断基準

　ⅱ）評定期間

　ⅲ）総合評定基準
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第４節 退職手当

第１項 平成１２年度退職手当支給手続の検証

１） 退職手当事由別要約

退職事由 退職者数（人） 退職手当合計額（円） 一人当り退職手当（円）

普通退職 １４ ９７,１３３,７７２ ６,９３８,１２７

勧しょう退職 ２１ ５７４,０７５,６５９ ２７,３３６,９３６

定年退職 ３１ ９２４,６０９,４３１ ２９,８２６,１１１

教員 ８ １９９,３２６,２１１ ２４,９１５,７７６

　（注）教員については香川県の条例に基づき計算される。なお、上記には普通退職、

勧しょう退職、定年退職が含まれている。

２） 退職手当支給手続の検証

平成１２年度退職者の内１５名につきサンプル抽出し検証した。

結果、正確な処理がなされていた。

第２項 退職手当についての特例措置

１） 特別昇給

① 要件

特別昇給の要件は、ⅰ）勤続年数２０年以上、ⅱ）勤務成績が特に良好な者であ

る。

② 平成１２年度の実績

　対象者全員が特別昇給している。

　なお、平成３年度以降、過去１０年間で特別昇給しなかった退職者は１人いる。

③ 勤務成績が特に良好な者の判断水準

「勤務成績が特に良好な者」の判断基準として、当該職員に係る在職中の勤務成

績評定を踏まえ運用しているが、高松市職員退職手当支給条例施行規則第４条で

は「特に良好」と規定しているにもかかわらず、過去１０年間で特別昇給しなか

った退職者は１人と極めて少なく、運用面の甘さを否定できない。

２） １０％加算

　この特別措置は公務員給与水準が民間より低い時代の措置であり、加算率は２０％

から現在の１０％へ低減してきている。しかも、１０％へ減額されたのは昭和５９年

であり、国の制度との整合性も否定できないものの現在では官民の給与水準の逆転さ

え起きている時期であり見直しが必要である。

３） 退職金の民間との比較

① 民間

規模１０００人以上　　　定年退職ベース５９歳　　２,３９３万円

規模３００人～９９９人　定年退職ベース５９歳　　１,４５６万円

（四国生産性本部「モデル総合賃金調査報告書」（平成１２年７月）

② 高松市

平成１１年度定年退職者平均　　　　　　　　　　　３,０８５万円

　　平成１２年度定年退職者平均　　　　　　　　　　　２,９８２万円

　　（平成１２年４月の改正により平均退職手当は減少している。）

　四国の企業との比較では、地方公共団体の退職手当は割高な傾向にあり、高松

市もその例外ではない。
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第３項 今後の退職手当負担予測

　今後の退職手当負担を定年退職を仮定し平成１２年度の定年退職者退職手当（一人当り

２９,８２６千円）を基に試算予測すると以下のようになる。

年度 定年退職者数（人） 退職手当額（千円）

平成１３年度 ６２ １,８４９,２１２

平成１４年度 ５２ １,５５０,９５２

平成１５年度 ６５ １,９３８,６９０

平成１６年度 ６２ １,８４９,２１２

平成１７年度 ５２ １,５５０,９５２

平成１８年度 ８６ ２,５６５,０３６

平成１９年度 １４６ ４,３５４,５９６

平成２０年度 １１５ ３,４２９,９９０

平成２１年度 １１７ ３,４８９,６４２

平成２２年度 １３３ ３,９６６,８５８

平成２３年度 １１７ ３,４８９,６４２

平成２４年度 ９３ ２,７７３,８１８

平成２５年度 ９９ ２,９５２,７７４

平成２６年度 １０５ ３,１３１,７３０

今後の退職者への退職手当の負担は厳しい財政状態の中で人件費の硬直化を招く極め

て重要な要因である。

第４項 退職手当負担原資

１） 平成１３年３月３１日　　２４,４４８百万円

（平成１３年３月３１日退職金負担額は、同日をもって退職すると仮定した場合

に生ずる退職金について各人毎に計算した合計額である。

２） 退職手当支給に備えた基金等

無し

３） 退職手当基金の必要性

　将来の退職手当支給に備えた基金により退職手当の原資を準備しておく必要

がある。バランスシート等で示される退職給与引当金は将来における退職手当負

担額であり、将来の市民により負担されることになる。現在、退職手当基金が無

いということは現世代の者は負担せず、将来世代の者が全額負担していくという

ことであり、負担の先送りとなる。

　「借金」と同様、将来世代の負担を少しでも軽減するため、早急に計画的な退

職手当基金の設置および積立が望まれる。
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第５節 まとめ

　現在では、特に、人材の活性化、能力向上、意欲向上を目的とした人事面での改

善工夫が求められている。財政悪化を理由とした必要以上の人員削減や給料の一律

カットにより急場を凌ぐのではなくて人材重視型の人事・給与体系の整備が必要で

ある。現在、民間にて実施されているようなリストラ策も場合によっては必要であ

るが、民間企業の陥りつつある負の連鎖を招くことは避けなければならない。即ち、

業績悪化（財政悪化）→リストラ（人員削減、給与一律カット等）→職員の活力低

下→業績不振（行政サービスの低下）となる悪循環である。硬直化した人件費の量

的削減以上に質的改善が急務である。

　監査の結果として、早急に取り組むべき課題について以下に指摘をまとめる。

１） 民間格差是正を建前とした特別措置の見直し

　退職手当における１０％加算措置については、現在では官民逆転している場合が

あり、廃止の方向で見直すべきである。

２） 勤務成績の考慮規定の厳格な実施

　　勤務成績を考慮すべきとする規定が条例等の各所に織り込まれているが、運用面

で甘さがあると考えられる。地方自治法の理念（特に、地方自治法第２条第１４項

「住民の福祉の増進と最少費用で最大効果の達成」、第１５項「組織及び運営の合

理化と規模の適正化」）に立ち返った規則等の制定とその運用が必要である。

３） 勤務評定制度の改善（現行の人事給与制度上での）

　　評定項目の事前通知

　　勤務評定結果の本人への通知と評定者との面談制度

　　評定者の教育訓練

　　評定結果の昇格、昇給への反映（より厳格な）

　　評定結果の勤勉手当への反映（より厳格な）

　　勤勉手当支給格差の是正（よりメリハリのついた格差の設定）

４） 現行の人事給与制度の見直し（短期的）

　現在の勤務評定制度に加えて、目標管理制度の導入を検討すべきである。職員

の職務目標を設定し、目標達成の程度を評価し、職員の意識改革とともに職務職

能の向上と処遇を改善するためである。

　また、平成１３年度より本格導入された事務事業評価制度をより精度の高いも

のにしていく中で、人事評価制度と事務事業評価制度を連動していく必要がある。

５） 人事評価制度の根本的見直しおよび年功序列給与体系の廃止（中長期的）

　国家公務員ならびに他の地方公共団体にて検討されている公務員としての人

事制度の在り方について中長期の視点で根本的に検討していく必要がある。

６） 特殊勤務手当の見直し

　　　　　多岐にわたり多様な内容を持つ特殊勤務手当について整理見直しが必要である。

７） 将来の退職手当に対する対策

　　　　　退職手当基金の設置により、現世代により負担すべき退職手当を現世代により

負担し積み立てておくのが望ましい。

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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